
令和６年度介護報酬改定に係る
（介護予防）訪問・通所リハビリテーション関連通知の

改正内容ガイド

①居宅基準の解釈通知

本資料は（介護予防）訪問・通所リハビリテーションの基準に係る解釈通知に関し、
以下のように記載している。

通知の当該部分

内容の変更を伴
う新規部分は赤
字・下線

内容の変更を伴
わない修正部分
は下線

新規部分に関係
する令和６年度
改定事項の説明

内容の変更を伴
わない修正部分
の説明
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訪問リハビリテーション 居宅基準の解釈通知

四 訪問リハビリテーション

１ 人員に関する基準（居宅基準第76条）

① 医師

イ 専任の常勤医師が１人以上勤務していること。

ロ 指定訪問リハビリテーションを行う介護老人保健施設又は介護医療院で

あって、病院又は診療所（医師について介護老人保健施設又は介護医療院

の人員基準を満たす余力がある場合に限る。）と併設されているものにつ

いては、当該病院又は診療所の常勤医師との兼務で差し支えないものであ
ること。

ハ 指定訪問リハビリテーションを行う介護老人保健施設又は介護医療院で

あって、当該介護老人保健施設又は当該介護医療院に常勤医師として勤務
している場合には、常勤の要件として足るものであること。

また、指定訪問リハビリテーションを行う介護老人保健施設又は介護医

療院であって、病院又は診療所（医師について介護老人保健施設又は介護

医療院の人員基準を満たす余力がある場合に限る。）と併設されている事

業所において、指定訪問リハビリテーション事業所の医師が、当該病院又

は当該診療所の常勤医師と兼務している場合でも、常勤の要件として足る
ものであること。

ニ 指定訪問リハビリテーション事業所のみなし指定を受けた介護老人保健

施設又は介護医療院においては、当該介護老人保健施設又は当該介護医療

院の医師の配置基準を満たすことをもって、訪問リハビリテーション事業

所の医師の常勤配置に係る基準を満たしているものとみなすことができる
こと。

② 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士

指定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪問リハビリテーション事業

所ごとに、指定訪問リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療
法士又は言語聴覚士を適当数置かなければならない。

２ 設備に関する基準

⑴ 居宅基準第77条は、指定訪問リハビリテーション事業所については、

① 病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院であること。

② 指定訪問リハビリテーションの事業の運営を行うために必要な広さ（利

用申込の受付、相談等に対応するのに適切なスペース）を有する専用の区

画を設けていること。なお、業務に支障がないときは、指定訪問リハビリ

テーションの事業を行うための区画が明確に特定されていれば足りるもの
とすること。

③ 指定訪問リハビリテーションの提供に必要な設備及び備品等を備えてい
ること。

としたものである。

⑵ 設備及び備品等については、当該病院、診療所、介護老人保健施設又は介

護医療院における診療用に備え付けられたものを使用することができるもので
ある。

３ 運営に関する基準

⑴ 利用料等の受領

居宅基準第78条の規定は、指定訪問看護に係る居宅基準第66条の規定と基本

的に同趣旨であるため、第３の三の３の⑵を参照されたいこと。

⑵ 指定訪問リハビリテーションの基本取扱方針及び具体的取扱方針（居宅基
準第79条及び第80条）

① 指定訪問リハビリテーションは、利用者の心身の状態、生活環境を踏ま

えて、妥当適切に行うとともにその生活の質の確保を図るよう、主治の医

師との密接な連携のもとに訪問リハビリテーション計画に沿って行うこと
としたものであること。

② 指定訪問リハビリテーション事業所の医師が、指定訪問リハビリテー

ションの実施に当たり、当該事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士に対し、利用者に対する当該リハビリテーションの目的に加えて、当

該リハビリテーション開始前又は実施中の留意事項、やむを得ず当該リハ

ビリテーションを中止する際の基準、当該リハビリテーションにおける利
用者に対する負荷等の指示を行うこと。

令和６年度改定
「訪問リハにおける老健・介
護医療院のみなし指定の拡
充」

人員基準、設備基準、運営基準
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訪問リハビリテーション 居宅基準の解釈通知

３ 運営に関する基準

⑵ 指定訪問リハビリテーションの基本取扱方針及び具体的取扱方針（居宅基準

第79条及び第80条）

③ 指定訪問リハビリテーションの提供については、目標達成の度合いやその

効果等について評価を行うとともに、訪問リハビリテーション計画の修正を

行い改善を図る等に努めなければならないものであること。

④ 指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては、利用者の心身状態、リ

ハビリテーションの内容やそれを提供する目的、具体的な方法、リハビリ

テーションに必要な環境の整備、療養上守るべき点及び療養上必要な目標等、

療養上必要な事項について利用者及びその家族に理解しやすいよう指導又は

説明を行うこと。

⑤ 指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては、当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的

拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合

にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由を記録しなければならないこととしたものである。

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性の

３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件の確認等の手

続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容について記録しておく

ことが必要である。

なお、居宅基準第82条の２第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保

存しなければならない。

⑥ 指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては、医学の進歩に沿った適

切な技術をもって対応できるよう、新しい技術の習得等、研鑽を積むことを

定めたものであること。

⑦ 指定訪問リハビリテーションを行った際には、速やかに、指定訪問リハビ

リテーションを実施した要介護者等の氏名、実施日時、実施した指定訪問リ

ハビリテーションの要点及び担当者の氏名を記録すること。

⑧ 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士が、介護支援専門員を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定居宅

サービスに該当する事業に係る従業者に対し、リハビリテーションの観点か

ら、日常生活上の留意点、介護の工夫などの情報を伝達していること。

⑨ リハビリテーション会議の構成員は、利用者及びその家族を基本としつつ、

医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、居宅サービ

ス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者、看護師、准看護師、

介護職員、介護予防・日常生活支援総合事業のサービス担当者及び保健師等

とすること。また、必要に応じて歯科医師、管理栄養士、歯科衛生士等が参

加すること。

なお、利用者の家族について、家庭内暴力等により参加が望ましくない場

合や、遠方に住んでいる等のやむを得ない事情がある場合は、必ずしもその

参加を求めるものではないこと。

また、リハビリテーション会議の開催の日程調整を行ったが、構成員がリ

ハビリテーション会議を欠席した場合は、速やかに当該会議の内容について

欠席者との情報共有を図ること。

リハビリテーション会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この⑧において「利用者

等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用につい

て当該利用者等の同意を得なければならない。なお、テレビ電話装置等の活

用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者

における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療

情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

運営基準

令和６年度改定
「身体的拘束等の適正化の推
進」

<内容の変更を伴わない修正>

他の通知と記載を整理
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訪問リハビリテーション 居宅基準の解釈通知

⑶ 訪問リハビリテーション計画の作成（居宅基準第81条）

① 訪問リハビリテーション計画は、指定訪問リハビリテーション事業所の医師の

診療に基づき、利用者ごとに作成すること。記載内容については別途通知（「リ

ハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組につい

て」）の様式例及び記載方法を参照すること。また、訪問リハビリテーション計

画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。

② 訪問リハビリテーション計画の作成にあたっては①が原則であるが、指定訪問

リハビリテーション事業所とは別の医療機関の医師から計画的な医学的管理を受

けている患者であって、例外として、当該事業所の医師がやむを得ず診療できな

い場合には、別の医療機関の医師から情報の提供を受けて、当該情報をもとに訪

問リハビリテーション計画を作成しても差し支えないものとすること。

③ 訪問リハビリテーション計画は、居宅サービス計画に沿って作成されなければ

ならないことから、訪問リハビリテーション計画を作成後に居宅サービス計画が

作成された場合は、当該訪問リハビリテーション計画が居宅サービス計画に沿っ

たものであるか確認し、必要に応じて変更するものとすること。

④ 医療機関から退院した利用者に対し訪問リハビリテーション計画を作成する場

合には、医療と介護の連携を図り、連続的で質の高いリハビリテーションを行う

観点から、当該医療機関が作成したリハビリテーション実施計画書等を入手し、

当該利用者に係るリハビリテーションの情報を把握しなければならない。

その際、リハビリテーション実施計画書以外の退院時の情報提供に係る文書を

用いる場合においては、当該文書にリハビリテーション実施計画書の内容（「リ

ハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」

の別紙様式２－２－１の項目である「本人・家族等の希望」「健康状態、経過」

「心身機能・構造」「活動」「リハビリテーションの短期目標」「リハビリテー

ションの長期目標」「リハビリテーションの方針」「本人・家族への生活指導の

内容（自主トレ指導含む）」「リハビリテーション実施上の留意点」「リハビリ

テーションの見直し・継続理由」「リハビリテーションの終了目安」）が含まれ

ていなければならない。

ただし、当該医療機関からリハビリテーション実施計画書等が提供されない場

合においては、当該医療機関の名称及び提供を依頼した日付を記録に残すこと。

⑤ 訪問リハビリテーション計画は医師の診療に基づき、利用者の病状、心身の

状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて作成されなければならないもの

であり、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障するため、医師及

び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、当該計画の作成に当たっては、そ

の目標や内容等について、利用者及びその家族に理解しやすい方法で説明を行っ

た上で利用者の同意を得なければならず、また、リハビリテーション計画書を利

用者に交付しなければならない。なお、その実施状況や評価等についても説明を

行うこと。

⑥ 指定訪問リハビリテーション事業者が、指定通所リハビリテーション事業者の

指定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議の開催等を通じて、指定訪問

リハビリテーション及び指定通所リハビリテーションの目標並びに当該目標を踏

まえたリハビリテーション提供内容について整合性のとれた訪問リハビリテー

ション計画を作成した場合については、通所リハビリテーション計画に係る基準

を満たすことによって、訪問リハビリテーション計画に係る基準を満たしている

とみなすことができる。

当該計画の作成に当たっては、各々の事業の目標を踏まえたうえで、共通目標

を設定すること。また、その達成に向けて各々の事業の役割を明確にした上で、

利用者に対して一連のサービスとして提供できるよう、個々のリハビリテーショ

ンの実施主体、目的及び具体的な提供内容等を１つの計画として分かりやすく記

載するよう留意すること。

⑦ 指定訪問リハビリテーション及び指定通所リハビリテーションにおいて整合性

のとれた計画に従いリハビリテーションを実施した場合には、居宅基準第80条第

４項に規定する診療記録を一括して管理しても差し支えないものであること。

⑧ 居宅サービス計画に基づきサービスを提供している指定訪問リハビリテーショ

ン事業者については、第３の一の３の⒁の⑥を準用する。この場合において、

「訪問介護計画」とあるのは「訪問リハビリテーション計画」と読み替える。

運営基準

様式例を示した通知について
記載を追加

<内容の変更を伴わない修正>

記載の整理

令和６年度改定
「医療機関のリハビリテー
ション計画書の受け取りの義
務化」

<内容の変更を伴わない修正>

項目を統合し、記載を整理

<内容の変更を伴わない修正>

記載内容を平易に書き換え
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訪問リハビリテーション 居宅基準の解釈通知

⑷ 業務継続計画の策定等

居宅基準第83条の規定により指定訪問リハビリテーションの事業について準用

される居宅基準第30条の二の規定については、訪問入浴介護と同様であるので、

第３の二の３の⑺を参照されたい。

⑸ 衛生管理等

居宅基準第83条の規定により指定訪問リハビリテーションの事業について準用

される居宅基準第31条の規定については、訪問入浴介護と同様であるので、第３

の二の３の⑻を参照されたい。

⑹ 虐待の防止

居宅基準第83条の規定により指定訪問リハビリテーションの事業について準用

される居宅基準第37条の二の規定については、訪問介護と同様であるので、第３

の一の３の(31)を参照されたい。

⑺ 記録の整備

居宅基準第82条の二第２項は、指定訪問リハビリテーション事業者が同項各号

に規定する記録を整備し、２年間保存しなければならないこととしたものである。

なお、「その完結の日」とは、個々の利用者につき、契約終了（契約の解約・

解除、他の施設への入所、利用者の死亡、利用者の自立等）により一連のサービ

ス提供が終了した日を指すものとする。

また、同項の指定訪問リハビリテーションの提供に関する記録には診療記録及

びリハビリテーション会議の記録 が含まれるものであること。

⑻ 準用

居宅基準第83条の規定により、居宅基準第８条から第13条まで、第15条から第

19条まで、第21条、第26条、第30条から第33条まで、第35条から第38条まで、第

52条、第64条及び第65条の規定は、指定訪問リハビリテーションの事業について

準用されるものであるため、第３の一の３の⑵から⑽まで（⑵の第三者評価の実

施状況に係る規定を除く。）、⑿、⒂、(21)、(24)、(25)、(27)から(30)まで及

び(32)、第３の二の３の⑷を参照されたいこと。この場合において、次の点に留

意するものとする。

① 居宅基準第13条中「心身の状況」とあるのは「心身の状況、病歴」と読み

替えられること。

② 準用される居宅基準第13条については、指定訪問リハビリテーション事業

所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、指定訪問リハビリテーショ

ンに従事する理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士を明確にするとともに、

それらの者の職務の内容、常勤・非常勤の別等を明確にすること。なお、指

定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士

については、労働者派遣法に規定する派遣労働者（紹介予定派遣に係る者を

除く。）であってはならないものであること。

運営基準

<内容の変更を伴わない修正>

他の項目から統合
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通所リハビリテーション 居宅基準の解釈通知

七 通所リハビリテーション

１ 人員に関する基準

⑴ 指定通所リハビリテーション事業所（居宅基準第111条第１項）

① 医師（第１号）

イ 専任の常勤医師が１人以上勤務していること。

ロ 指定通所リハビリテーションを行う介護老人保健施設又は介護医療院であって、病院

又は診療所（医師について介護老人保健施設又は介護医療院の人員基準を満たす余力が

ある場合に限る。）と併設されているものについては、当該病院又は診療所の常勤医師

との兼務で差し支えないものであること。

ハ 指定通所リハビリテーションを行う介護老人保健施設又は介護医療院であって、当該

介護老人保健施設又は当該介護医療院に常勤医師として勤務している場合には、常勤の

要件として足るものであること。

また、指定通所リハビリテーションを行う介護老人保健施設又は介護医療院であって、

病院又は診療所（医師について介護老人保健施設又は介護医療院の人員基準を満たす余

力がある場合に限る。）と併設されている事業所において指定通所リハビリテーション

事業所の医師が、当該病院又は当該診療所の常勤医師と兼務している場合でも、常勤の

要件として足るものであること。

ニ 指定通所リハビリテーション事業所のみなし指定を受けた介護老人保健施設又は介護

医療院においては、当該介護老人保健施設又は当該介護医療院の医師の配置基準を満た

すことをもって、通所リハビリテーション事業所の医師の常勤配置に係る基準を満たし

ているものとみなすことができること。

② 理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は看護師、准看護師若しくは介護職員

（以下「従事者」という。）（第２号）

イ 指定通所リハビリテーションの単位とは、同時に、一体的に提供される指定通所リハ

ビリテーションをいうものであることから、例えば、次のような場合は、２単位として

扱われ、それぞれの単位ごとに必要な従業者を確保する必要がある。

ａ 指定通所リハビリテーションが同時に一定の距離を置いた２つの場所で行われ、こ

れらのサービスの提供が一体的に行われているといえない場合

ｂ 午前と午後とで別の利用者に対して指定通所リハビリテーションを提供する場合

ロ ７時間以上８時間未満の指定通所リハビリテーションの前後に連続して延長サービス

を行う場合にあっては、事業所の実情に応じて、適当数の従業者を配置するものとする。

ハ 提供時間帯を通じて専ら当該指定通所リハビリテーションの提供に当たる従業者を確

保するとは、指定通所リハビリテーションの単位ごとに理学療法士、作業療法士又は言

語聴覚士、看護職員若しくは介護職員について、提供時間帯に当該職種の従業者が常に

居宅基準上求められる数以上確保されるよう必要な配置を行うよう定めたものである

（例えば、提供時間帯を通じて専従する従業者が２人必要である場合、提供時間帯２分

の１ずつの時間専従する従業者の場合は、その員数としては４人が必要となる。）。

また、専らリハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士が、利用者が100人又はその端数を増すごとに１以上確保するとは、指定通所リハビリ

テーションのうち、リハビリテーションを提供する時間帯に、当該職種の従事者が常に

確保されるよう必要な配置を行うよう定めたものであり、所要時間１時間から２時間の

指定通所リハビリテーションを行う場合であって、定期的に適切な研修を修了している

看護師、准看護師、柔道整復師又はあん摩マッサージ師がリハビリテーションを提供す

る場合は、これらの者を当該単位におけるリハビリテーションの提供に当たる理学療法

士等として計算することができる。この場合における「研修」とは、運動器リハビリ

テーションに関する理論、評価法等に関する基本的内容を含む研修会であって、関係学

会等により開催されているものを指す。具体的には、日本運動器リハビリテーション学

会の行う運動器リハビリテーションセラピスト研修、全国病院理学療法協会の行う運動

療法機能訓練技能講習会が該当する。

ニ なお、ここでいう利用者の数又は利用定員は、単位ごとの指定通所リハビリテーショ

ンについての利用者の数又は利用定員をいうものであり、利用者の数は実人員、利用定

員は、あらかじめ定めた利用者の数の上限をいうものである。従って、例えば、１日の

うちの午前の提供時間帯に利用者10人に対して指定通所リハビリテーションを提供し、

午後の提供時間帯に別の利用者10人に対して指定通所リハビリテーションを提供する場

合であって、それぞれの指定通所リハビリテーションの定員が10人である場合には、当

該事業所の利用定員は10人、必要となる従業者の員数は午前午後それぞれ１人というこ

ととなり、人員算定上午前の利用者の数と午後の利用者の数が合算されるものではない。

ホ 同一事業所で複数の単位の指定通所リハビリテーションを同時に行う場合には、同時

に行われる単位の数の常勤の従業者が必要となるものである（居宅基準第111条第１項・

第２項関係）。

ヘ 従事者１人が１日に行うことのできる指定通所リハビリテーションは２単位までとす

ること。ただし、１時間から２時間までの指定通所リハビリテーションについては〇・

５単位として扱う。

令和６年度改定
「訪問リハにおける
老健・介護医療院の
みなし指定の拡充」

人員基準
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通所リハビリテーション 居宅基準の解釈通知

⑵ 指定通所リハビリテーション事業所が診療所である場合

① 医師（第１号）

イ 利用者の数が同時に10人を超える場合にあっては、⑴①を準用すること。

ロ 利用者の数が同時に10人以下の場合にあっては、次に掲げる要件に適合してい

ること。

ａ 専任の医師が１人勤務していること。

ｂ 利用者数は、専任の医師１人に対し１日48人以内であること。

② 理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は看護師、准看護師若しくは介護

職員（以下「従事者」という。）（第２号）

イ 単位数に関する取扱い及び所要時間１時間から２時間の通所リハビリテーショ

ンを行う場合の考え方については、指定通所リハビリテーション事業所が診療所

以外である場合と同様であるので、１(1)②を参考とすること。

ロ 経験を有する看護師とは、診療報酬の算定方法に定める重度認知症患者デイケ

ア、精神科デイケア、脳血管疾患等リハビリテーション料、運動器リハビリテー

ション料に係る施設基準の届出を行った保険医療機関等又は「指定居宅サービス

に要する費用の額の算定に関する基準」（平成12年厚生省告示第19号）に定める

通所リハビリテーションに係る施設基準の届出を行った指定通所リハビリテー

ション事業所、「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準」

（平成18年厚生労働省告示第127号）に定める介護予防通所リハビリテーションに

係る施設基準の届出を行った指定介護予防通所リハビリテーション事業所、「厚

生労働大臣が定める特定診療費及び特別診療費に係る指導管理等及び単位数」

（平成12年厚生省告示第30号）に定める理学療法、作業療法に係る施設基準の届

出を行った介護保険施設において、それらに１年以上従事した者であること。

⑶ 共生型自立訓練又は基準該当自立訓練を併せて行う際の取扱い

共生型サービス又は基準該当サービスとして障害福祉サービスにおける機能訓練

（自立訓練）を行う場合においては、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律及び関係規定に基づき適切に実施すること。

なお、人員基準を満たすにあたっては、通所リハビリテーションの利用者数に、

障害福祉サービスの利用者数を合算することとし、利用者に対するサービス提供が

適切に行われると認められる場合において、従事者が双方のサービスに従事するこ

とは差し支えない。

人員基準

<内容の変更を伴わない修正>

同様の記載を省略

令和６年度改定
「通所リハビリテーション
における機能訓練事業所の
共生型サービス、基準該当
サービスの提供の拡充」
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通所リハビリテーション 居宅基準の解釈通知

２ 設備に関する基準

⑴ 指定通所リハビリテーション事業所ごとに備える設備については、専ら指定通所

リハビリテーション事業の用に供するものでなければならないこととされているが、

病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院が互いに併設される場合（同一敷

地内にある場合、又は公道をはさんで隣接している場合をいう。）であって、その

うちの複数の施設において、指定通所リハビリテーション事業を行う場合には、以

下の条件に適合するときは、それぞれの指定通所リハビリテーションを行うための

スペースが同一の部屋等であっても差し支えないものとする。

① 当該部屋等において、それぞれの指定通所リハビリテーションを行うためのス

ペースが明確に区分されていること。

② それぞれの指定通所リハビリテーションを行うためのスペースが、次に掲げる

面積要件（居宅基準第112条第１項）を満たしていること。

３平方メートルに利用定員を乗じた面積以上であるものを有すること。ただし、

介護老人保健施設又は介護医療院の場合は、当該専用の部屋等の面積に利用者用

に確保されている食堂（リハビリテーションに供用されるものに限る。）の面積

を加えるものとすること。

⑵ 指定通所リハビリテーションを行うためのスペースと、当該指定通所リハビリ

テーション事業所と併設の関係にある特別養護老人ホーム、社会福祉施設等におけ

る指定通所介護の機能訓練室等との関係については、第３の六の２の⑷を参照され

たい。

ただし、保険医療機関が医療保険の脳血管疾患等リハビリテーション料、運動器

リハビリテーション料又は呼吸器リハビリテーション料を算定すべきリハビリテー

ションの届出を行っており、当該保険医療機関において、指定通所リハビリテー

ション（１時間以上２時間未満に限る。）又は指定介護予防通所リハビリテーショ

ンを実施する場合には、医療保険の脳血管疾患等リハビリテーション料、廃用症候

群リハビリテーション料、運動器リハビリテーション料又は呼吸器リハビリテー

ション料を算定すべきリハビリテーションを受けている患者と介護保険の指定通所

リハビリテーション又は指定介護予防通所リハビリテーションの利用者に対する

サービス提供に支障が生じない場合に限り、同一のスペースにおいて行うことも差

し支えない。この場合の居宅基準第112条第１項の指定通所リハビリテーションを

行うために必要なスペースは、医療保険のリハビリテーションの患者数に関わらず、

常時、３平方メートルに指定通所リハビリテーションの利用者数（指定通所リハビ

リテーションの事業と指定介護予防通所リハビリテーションの事業とが同一の事業

所において一体的に運営されている場合にあっては、指定通所リハビリテーション

の利用者数と指定介護予防通所リハビリテーションの利用者数の合計数）を乗じた

面積以上とする。

なお、機器及び機具は、サービス提供時間に関わらず、各サービスの提供に支障

が生じない場合に限り、共用して差し支えない。（予防基準第118条の基準につい

ても同様）。

⑶ 共生型サービス又は基準該当サービスとして障害福祉サービスにおける機能訓

練（自立訓練）を行う場合においては、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律及び関係規定に基づき適切に実施すること。

なお、施設基準を満たすにあたっては、通所リハビリテーションの利用者数に、

障害福祉サービスの利用者数を合算することとし、利用者に対するサービス提供が

適切に行われると認められる場合において、設備を共有することは差し支えない。

⑷ 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備（居宅基準第112条第２項）につ

いては、指定通所介護に係る居宅基準第95条第１項と同趣旨であるため、第３の六

の２の⑶を参照されたい。

設備基準

令和６年度改定
「通所リハビリテーション
における機能訓練事業所の
共生型サービス、基準該当
サービスの提供の拡充」
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通所リハビリテーション 居宅基準の解釈通知

３ 運営に関する基準

⑴ 指定通所リハビリテーションの基本的取扱方針及び具体的取扱方針

居宅基準第113条及び第114条に定めるところによるほか、次の点に留意するもの

とする。

① 指定通所リハビリテーションは、指定通所リハビリテーション事業所の医師の

診療に基づき、個々の利用者に応じて作成された通所リハビリテーション計画に

基づいて行われるものであるが、グループごとにサービス提供が行われることを

妨げるものではないこと。

② 指定通所リハビリテーション事業所の医師が、指定通所リハビリテーションの

実施に当たり、当該事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対し、利

用者に対する当該リハビリテーションの目的に加えて、当該リハビリテーション

開始前又は実施中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテーションを中止する際

の基準、当該リハビリテーションにおける利用者に対する負荷等の指示を行うこ

と。

③ 指定通所リハビリテーションの提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を

行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあっても、

その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を

記録しなければならないこととしたものである。

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性の３つ

の要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件の確認等の手続きを極

めて慎重に行うこととし、その具体的な内容について記録しておくことが必要で

ある。

なお、居宅基準第118条の２第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存

しなければならない。

④ 指定通所リハビリテーションをより効果的に実施するため、介護支援専門員や

医療ソーシャルワーカー等の協力を得て実施することが望ましいこと。

⑤ 指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士

が、介護支援専門員を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービスに

該当する事業に係る従業者に対し、リハビリテーションの観点から、日常生活上

の留意点、介護の工夫などの情報を伝達していること。

⑥ 主として認知症等の精神障害を有する利用者を対象とした指定通所リハビリ

テーションにあっては、作業療法士等の従業者により、主として脳血管疾患等に

起因する運動障害を有する利用者にあっては、理学療法士等の従業者により効果

的に実施されるべきものであること。

⑦ リハビリテーション会議の構成員は、利用者及びその家族を基本としつつ、

医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、居宅サービス計

画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者、看護師、准看護師、介護職

員、介護予防・日常生活支援総合事業のサービス担当者及び保健師等とすること。

また、必要に応じて歯科医師、管理栄養士、歯科衛生士等が参加すること。

なお、利用者の家族について、家庭内暴力等により参加が望ましくない場合や、

遠方に住んでいる等のやむを得ない事情がある場合においては、必ずしもその参

加を求めるものではないこと。

また、リハビリテーション会議の開催の日程調整を行ったが、構成員がリハビ

リテーション会議を欠席した場合は、速やかに当該会議の内容について欠席者と

の情報共有を図ること。

リハビリテーション会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。ただし、利用者又はその家族（以下この⑧において「利用者等」とい

う。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者

等の同意を得なければならない。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、

個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適

切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に

関するガイドライン」等を遵守すること。

⑧ 指定通所リハビリテーションは、事業所内でサービスを提供することが原則で

あるが、次に掲げる条件を満たす場合においては、事業所の屋外でサービスを提

供することができるものであること。

イ あらかじめ通所リハビリテーション計画に位置付けられていること。

ロ 効果的なリハビリテーションのサービスが提供できること。

令和６年度改定
「身体的拘束等の適正化の推
進」

運営基準

<内容の変更を伴わない修正>

他の通知と記載を整理
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通所リハビリテーション 居宅基準の解釈通知

３ 運営に関する基準

⑵ 通所リハビリテーション計画の作成

① 通所リハビリテーション計画は、指定通所リハビリテーション事業所の医師の診

療に基づき、利用者ごとに作成すること。記載内容については別途通知（「リハビ

リテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」）の様

式例及び記載方法を参照すること。また、通所リハビリテーション計画の進捗状況

を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。

② 通所リハビリテーション計画は、居宅サービス計画に沿って作成されなければな

らないことから、通所リハビリテーション計画を作成後に居宅サービス計画が作成

された場合は、当該通所リハビリテーション計画が居宅サービス計画に沿ったもの

であるか確認し、必要に応じて変更するものとする。

③ 医療機関から退院した利用者に対し通所リハビリテーション計画を作成する場合

には、医療と介護の連携を図り、連続的で質の高いリハビリテーションを行う観点

から、当該医療機関が作成したリハビリテーション実施計画書等を入手し、当該利

用者に係るリハビリテーションの情報を把握しなければならない。

その際、リハビリテーション実施計画書以外の退院時の情報提供に係る文書を用

いる場合においては、当該文書にリハビリテーション実施計画書の内容（「リハビ

リテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」の別紙

様式２－２－１の項目である「本人・家族等の希望」「健康状態、経過」「心身機

能・構造」「活動」「リハビリテーションの短期目標」「リハビリテーションの長

期目標」「リハビリテーションの方針」「本人・家族への生活指導の内容（自主ト

レ指導含む）」「リハビリテーション実施上の留意点」「リハビリテーションの見

直し・継続理由」「リハビリテーションの終了目安」）が含まれていなければなら

ない。

ただし、当該医療機関からリハビリテーション実施計画書等が提供されない場合

においては、当該医療機関の名称及び提供を依頼した日付を記録に残すこと。

④ 通所リハビリテーション計画は医師の診療に基づき、利用者の病状、心身の状

況、希望及びその置かれている環境を踏まえて作成されなければならないものであ

り、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障するため、指定通所リハ

ビリテーション事業所の医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、当該

計画の作成に当たっては、その目標や内容等について、利用者及びその家族に理解

しやすい方法で説明を行った上で利用者の同意を得なければならず、また、リハビ

リテーション計画書を利用者に交付しなければならない。なお、その実施状況や評

価等についても説明を行うこと。

⑤ 指定通所リハビリテーション事業者が、指定訪問リハビリテーション事業者の指

定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議の開催等を通じて、指定通所リハ

ビリテーション及び指定訪問リハビリテーションの目標並びに当該目標を踏まえた

リハビリテーション提供内容について整合性のとれた通所リハビリテーション計画

を作成した場合については、訪問リハビリテーション計画に係る基準を満たすこと

によって、通所リハビリテーション計画に係る基準を満たしているとみなすことが

できる。

当該計画の作成に当たっては、各々の事業の目標を踏まえた上で、共通目標を設

定すること。また、その達成に向けて各々の事業の役割を明確にした上で、利用者

に対して一連のサービスとして提供できるよう、個々のリハビリテーションの実施

主体、目的及び具体的な提供内容等を１つの目標として分かりやすく記載するよう

留意すること。

指定通所リハビリテーション及び指定訪問リハビリテーションにおいて整合性の

とれた計画に従いリハビリテーションを実施した場合には、居宅基準第115条第６

項に規定する診療記録を一括して管理しても差し支えないものであること。

指定通所リハビリテーション及び指定訪問リハビリテーションにおいて整合性の

とれた計画に従いリハビリテーションを実施した場合には、居宅基準第115条第５

項に規定する診療記録を一括して管理しても差し支えないものであること。

⑥ 居宅サービス計画に基づきサービスを提供している指定通所リハビリテーショ

ン事業者については、第３の一の３の⒁の⑥を準用する。この場合において、「訪

問介護計画」とあるのは「通所リハビリテーション計画」と読み替える。

<内容の変更を伴わない修正>

旧(1)⑤の記載場所を移動

運営基準

様式例を示した通知について
記載を追加

令和６年度改定
「医療機関のリハビリテー
ション計画書の受け取りの義
務化」

<内容の変更を伴わない修正>

訪問リハビリテーションと記
載を揃える形で旧④⑥を統合

<内容の変更を伴わない修正>

省令にあわせて立項

<内容の変更を伴わない修正>

旧(1)⑫の記載場所を変更し、
内容を平易に書き換え

<内容の変更を伴わない修正>

訪問リハビリテーションと記
載を揃えた
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通所リハビリテーション 居宅基準の解釈通知

⑵ 管理者等の責務

居宅基準第116条第１項は、指定通所リハビリテーション事業所の管理者は、医師、

理学療法士、作業療法士又は専ら指定通所リハビリテーションの提供に当たる看護師の

うちから選任した者に、必要な管理の代行をさせることができる旨を明記したものであ

ること。この場合、組織図等により、指揮命令系統を明確にしておく必要がある。

⑶ 運営規程

７時間以上８時間未満の指定通所リハビリテーションの前後に連続して延長サービス

を行う指定通所リハビリテーション事業所にあっては、通所介護と同様であるので、第

３の六の３の⑷の①を参照されたい。

⑷ 業務継続計画の策定等

居宅基準第119条の規定により指定通所リハビリテーションの事業について準用され

る居宅基準第30条の二の規定については、通所介護と同様であるので、第３の六の３の

⑹を参照されたい。

⑸ 衛生管理等

① 居宅基準第118条第１項は、指定通所リハビリテーション事業所の必要最低限の衛

生管理等を規定したものであるが、このほか、次の点に留意するものとする。

イ 指定通所リハビリテーション事業者は、食中毒及び感染症の発生を防止するため

の措置等について、必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接

な連携を保つこと。

ロ 特にインフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症対策、レジオネラ症対策等に

ついては、その発生及びまん延を防止するための措置について、別途通知等が発出

されているので、これに基づき、適切な措置を講じること。

ハ 医薬品の管理については、当該指定通所リハビリテーション事業所の実情に応じ、

地域の薬局の薬剤師の協力を得て行うことも考えられること。

ニ 空調設備等により施設内の適温の確保に努めること。

② 居宅基準第118条第２項の規定については、通所介護と同様であるので、第３の六

の３の⑻の②を参照されたい。

⑹ 虐待の防止

居宅基準第119条の規定により指定通所リハビリテーションの事業について準用され

る居宅基準第37条の二の規定については、訪問介護と同様であるので、第３の一の３の

(31)を参照されたい。

⑺ 記録の整備

居宅基準第118条の二第２項は、指定通所リハビリテーション事業所が同項各号に規

定する記録を整備し、２年間保存しなければならないこととしたものである。

なお、「その完結の日」とは、個々の利用者につき、契約終了（契約の解約・解除、

他の施設への入所、利用者の死亡、利用者の自立等）により一連のサービス提供が終了

した日を指すものとする。

また、同項の指定通所リハビリテーションの提供に関する記録には診療記録及びリハ

ビリテーション会議の記録 が含まれるものであること。

⑻ 準用

居宅基準第119条の規定により、居宅基準第８条から第13条まで、第15条から第17条

まで、第19条、第21条、第26条、第27条、第40条の二、第32条、第33条、第35条から第

38条まで、第64条、第96条及び第101条から第103条までの規定は、指定通所リハビリ

テーションの事業について準用されるものであることから、第３の一の３の⑵から⑻ま

で（⑵の第三者評価の実施状況に係る規定を除く。）、⑽、⑿、⒂、⒃、、及びからま

で及び、第３の三の３の⑵並びに第３の六の３の⑴、⑸及び⑺を参照されたい。この場

合において、特に次の点に留意するものとする。

① 居宅基準第13条中「心身の状況」とあるのは「心身の状況、病歴」と読み替えられ

ることに留意されたいこと。

② 準用される居宅基準第101条第１項については、指定通所リハビリテーション事業

所ごとに、指定通所リハビリテーション従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、

専従の理学療法士、作業療法士、経験看護師等、看護職員及び介護職員の配置、管理

者との兼務関係等を勤務表上明確にし、人員に関する基準が満たされていることを明

らかにする必要があること。

なお、居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する指針一のハに

規定するウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、準用される居宅基準第32条に関す

る第３の一の３の(24)の①に準ずるものとする。

運営基準

<内容の変更を伴わない修正>

他の項目から統合

令和６年度改定
「「書面掲示」規制の見直
し」
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介護予防訪問リハビリテーション 居宅基準の解釈通知

３ 介護予防訪問リハビリテーション

⑴ 指定介護予防訪問リハビリテーションの基本取扱方針

予防基準第85条にいう指定介護予防訪問リハビリテーションの基本取扱方針について、

特に留意すべきところは、次のとおりである。

① 指定介護予防訪問リハビリテーションは、利用者の心身の状態、生活環境を踏まえ

て、妥当適切に行うとともにその生活の質の確保を図るよう、指定介護予防訪問リハ

ビリテーション事業所の医師の診療に基づく介護予防訪問リハビリテーション計画に

沿って行うものであること。

指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たって、指定介護予防訪問リハビ

リテーション事業所とは別の医療機関の医師から計画的な医学的管理を受けている患

者であって、例外として、当該事業所の医師がやむを得ず診療できない場合には、別

の医療機関の医師から情報提供を受けて、当該情報をもとに介護予防訪問リハビリ

テーション計画を作成しても差し支えないものとすること。なお、この場合は、当該

情報提供を行った別の医療機関の医師と当該事業所の医師の間で十分な連携を図るも

のであること。

② 介護予防の十分な効果を高める観点からは、利用者の主体的な取組が不可欠である

ことから、サービスの提供に当たっては、利用者の意欲が高まるようコミュニケー

ションの取り方をはじめ、様々な工夫をして、適切な働きかけを行うよう努めること。

③ サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う形でのサービス提供

は、かえって利用者の生活機能の低下を引き起こし、サービスへの依存を生み出して

いる場合があるとの指摘を踏まえ、「利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を

行う」ことを基本として、利用者のできる能力を阻害するような不適切なサービス提

供をしないよう配慮すること。

④ 提供された介護予防サービスについては、介護予防訪問リハビリテーション計画に

定める目標達成の度合いや利用者及びその家族の満足度等について常に評価を行うな

ど、その改善を図らなければならないものであること。

⑵ 指定介護予防訪問リハビリテーションの具体的取扱方針

① 予防基準第86条第１号及び第２号は、医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士は、介護予防訪問リハビリテーション計画を作成しなければならないこととした

ものである。介護予防訪問リハビリテーション計画の作成に当たっては、主治医又は

主治の歯科医師からの情報伝達やサービス担当者会議を通じる等の適切な方法により、

利用者の病状、心身の状況、置かれている環境等を把握・分析し、指定介護予防訪問

リハビリテーションの提供によって解決すべき問題状況を明らかにした上で（アセス

メント）、これに基づき、支援の方向性や目標を明確にし、提供するサービスの具体

的内容、期間等を定めるものとする。また、進捗状況を定期的に評価し、必要に応じ

て当該計画を見直すこと。なお、介護予防訪問リハビリテーション計画の様式につい

ては、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組につ

いて」に示す様式を参考に作成すること。

② 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の医師が、指定介護予防訪問リハビリ

テーションの実施に当たり、当該事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に

対し、利用者に対する当該リハビリテーションの目的に加えて、当該リハビリテー

ション開始前又は実施中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテーションを中止する

際の基準、当該リハビリテーションにおける利用者に対する負荷等の指示を行うこと。

③ 介護予防訪問リハビリテーション計画は、介護予防サービス計画に沿って作成され

なければならないことから、介護予防訪問リハビリテーション計画の作成後に介護予

防サービス計画が作成された場合は、当該介護予防訪問リハビリテーション計画が介

護予防サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更するものとする。

④ 介護予防訪問リハビリテーション計画は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を

踏まえて作成されなければならないものであり、サービス内容等への利用者の意向の

反映の機会を保障するため、その内容について説明を行った上で利用者の同意を得る

ことを義務づけるものである。医師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士

は、介護予防訪問リハビリテーション計画の目標や内容等（利用者の心身の状態、リ

ハビリテーションの内容やそれを提供する目的、具体的な方法、リハビリテーション

に必要な環境の整備、療養上必要な事項など）について、利用者又はその家族に、理

解しやすい方法で説明を行うとともに、その実施状況や評価についても説明を行うも

のとする。

様式例を示した通知について
記載を追加

人員基準、設備基準

<内容の変更を伴わない修正>

介護予防通所リハビリテー
ションと揃えるため、記載場
所を移動

<内容の変更を伴わない修正>

介護予防通所リハビリテー
ションと揃えるため、記載場
所を移動

<内容の変更を伴わない修正>

別の通知の記載を統合
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介護予防訪問リハビリテーション 居宅基準の解釈通知

３ 介護予防訪問リハビリテーション

⑵ 指定介護予防訪問リハビリテーションの具体的取扱方針

⑤ 医療機関から退院した利用者に対し介護予防訪問リハビリテーション計画を作

成する場合には、医療と介護の連携を図り、連続的で質の高いリハビリテーショ

ンを行う観点から、当該医療機関が作成したリハビリテーション実施計画書等を

入手し、当該利用者に係るリハビリテーションの情報を把握しなければならない。

その際、リハビリテーション実施計画書以外の退院時の情報提供に係る文書を

用いる場合においては、当該文書にリハビリテーション実施計画書の内容（「リ

ハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」

の別紙様式２－２－１の項目である「本人・家族等の希望」「健康状態、経過」

「心身機能・構造」「活動」「リハビリテーションの短期目標」「リハビリテー

ションの長期目標」「リハビリテーションの方針」「本人・家族への生活指導の

内容（自主トレ指導含む）」「リハビリテーション実施上の留意点」「リハビリ

テーションの見直し・継続理由」「リハビリテーションの終了目安」）が含まれ

ていなければならない。

ただし、当該医療機関からリハビリテーション実施計画書等が提供されない場

合においては、当該医療機関の名称及び提供を依頼した日付を記録に残すこと。

⑥ 同条第７号は、指定介護予防訪問リハビリテーション事業者が、指定介護予防

通所リハビリテーション事業者の指定を併せて受け、かつ、リハビリテーション

会議の開催等を通じて、指定介護予防訪問リハビリテーション及び指定介護予防

通所リハビリテーションの目標並びに当該目標を踏まえたリハビリテーション提

供内容について整合性のとれた介護予防訪問リハビリテーション計画を作成した

場合については、介護予防通所リハビリテーション計画に係る基準を満たすこと

によって、介護予防訪問リハビリテーション計画に係る基準を満たしているとみ

なすことができることとしたものであること。

当該計画の作成に当たっては、各々の事業の目標を踏まえたうえで、共通目標

を設定すること。また、その達成に向けて各々の事業の役割を明確にした上で、

利用者に対して一連のサービスとして提供できるよう、個々のリハビリテーショ

ンの実施主体、目的及び具体的な提供内容等を１つの計画として分かりやすく記

載するよう留意すること。

⑦ 指定介護予防通所リハビリテーション及び指定介護予防訪問リハビリテーショ

ンにおいて整合性のとれた計画に従いリハビリテーションを実施した場合には、

診療記録を一括して管理しても差し支えないものであること。

⑧ 同条第12号は、指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たっては、医

学の進歩に沿った適切な技術をもって対応できるよう、新しい技術の習得等、研

鑽を積むことを定めたものである。

⑨ 同条第14号から第16号は、事業者に対して介護予防サービスの提供状況等につ

いて介護予防支援事業者に対する報告及び介護予防訪問リハビリテーション計画

の実施状況の把握（モニタリング）を義務づけるものである。介護予防支援事業

者に対する報告については、サービスが介護予防サービス計画に即して適切に提

供されているかどうか、また、当該計画策定時から利用者の状態等が大きく異な

ることとなっていないか等を確認するために行うものであり、毎月行うこととし

ている。

また、併せて、事業者は介護予防訪問リハビリテーション計画に定める計画期

間が終了するまでに１回はモニタリングを行い、利用者の介護予防訪問リハビリ

テーション計画に定める目標の達成状況の把握等を行うとともに、当該モニタリ

ングの結果により、解決すべき課題の変化が認められる場合等については、担当

する介護予防支援事業者等とも相談の上、必要に応じて当該介護予防訪問リハビ

リテーション計画の変更を行うこととしたものである。

⑩ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言

語聴覚士が、指定介護予防支援事業者等を通じて、指定訪問介護の事業その他の

指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者に対し、リハビリテーションの観

点から、日常生活上の留意点、介護の工夫などの情報を伝達していること。

令和６年度改定
「医療機関のリハビリテー
ション計画書の受け取りの義
務化」

人員基準、設備基準

<内容の変更を伴わない修正>

介護予防通所リハビリテー
ションと記載を揃えた

<内容の変更を伴わない修正>

介護予防通所リハビリテー
ションと揃えるため、記載場
所を移動

<内容の変更を伴わない修正>

記載内容を平易に書き換え

<内容の変更を伴わない修正>

介護予防通所リハビリテー
ションと記載を揃えた
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介護予防通所リハビリテーション 居宅基準の解釈通知

５ 介護予防通所リハビリテーション

⑴ 指定介護予防通所リハビリテーションの基本取扱方針

予防基準第124条にいう指定介護予防通所リハビリテーションの基本取扱方針について、

特に留意すべきところは、次のとおりである。

① 介護予防の十分な効果を高める観点からは、利用者の主体的な取組が不可欠であ

ることから、サービスの提供に当たっては、利用者の意欲が高まるようコミュニ

ケーションの取り方をはじめ、様々な工夫をして、適切な働きかけを行うよう努め

ること。

② サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う形でのサービス提

供は、かえって利用者の生活機能の低下を引き起こし、サービスへの依存を生み出

している場合があるとの指摘を踏まえ、「利用者の自立の可能性を最大限引き出す

支援を行う」ことを基本として、利用者のできる能力を阻害するような不適切な

サービス提供をしないよう配慮すること。

③ 提供された介護予防サービスについては、介護予防通所リハビリテーション計画

に定める目標達成の度合いや利用者及びその家族の満足度等について常に評価を行

うなど、その改善を図らなければならないものであること。

⑵ 指定介護予防通所リハビリテーションの具体的取扱方針

① 予防基準第125条第１号及び第２号は、医師及び理学療法士、作業療法士又は言

語聴覚士は、介護予防通所リハビリテーション計画を作成しなければならないこと

としたものである。介護予防通所リハビリテーション計画の作成に当たっては、主

治医又は主治の歯科医師からの情報伝達やサービス担当者会議を通じる等の適切な

方法により、利用者の病状、心身の状況、置かれている環境等を把握・分析し、介

護予防通所リハビリテーションの提供によって解決すべき問題状況を明らかにし

（アセスメント）、これに基づき、支援の方向性や目標を明確にし、提供するサー

ビスの具体的内容、期間等を定めるものとする。また、進捗状況を定期的に評価し、

必要に応じて当該計画を見直すこと。なお、介護予防通所リハビリテーション計画

の様式については、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び

一体的取組について」に示す様式を参考に作成すること。

② 指定介護予防通所リハビリテーション事業所の医師が、指定介護予防通所リハビ

リテーションの実施に当たり、当該事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士に対し、利用者に対する当該リハビリテーションの目的に加えて、当該リハビリ

テーション開始前又は実施中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテーションを中

止する際の基準、当該リハビリテーションにおける利用者に対する負荷等の指示を

行うこと。

③ 介護予防通所リハビリテーション計画は、介護予防サービス計画に沿って作成さ

れなければならないことから、介護予防通所リハビリテーション計画の作成後に介

護予防サービス計画が作成された場合は、当該介護予防通所リハビリテーション計

画が介護予防サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更するも

のとする。

④ 介護予防通所リハビリテーション計画は、利用者の日常生活全般の状況及び希望

を踏まえて作成されなければならないものであり、サービス内容等への利用者の意

向の反映の機会を保障するため、その内容について説明を行った上で利用者の同意

を得ることを義務づけるものである。医師等の従業者は、介護予防通所リハビリ

テーション計画の目標や内容等について、利用者又はその家族に、理解しやすい方

法で説明を行うとともに、その実施状況や評価についても説明を行うものとする。

人員基準

様式例を示した通知について
記載を追加

<内容の変更を伴わない修正>

介護予防通所リハビリテー
ションと記載を揃えた

<内容の変更を伴わない修正>
記載の整理

14



５ 介護予防通所リハビリテーション

⑵ 指定介護予防通所リハビリテーションの具体的取扱方針

⑤ 医療機関から退院した利用者に対し介護予防通所リハビリテーション計画を作成

する場合には、医療と介護の連携を図り、連続的で質の高いリハビリテーションを

行う観点から、当該医療機関が作成したリハビリテーション実施計画書等を入手し、

当該利用者に係るリハビリテーションの情報を把握しなければならない。

その際、リハビリテーション実施計画書以外の退院時の情報提供に係る文書を用

いる場合においては、当該文書にリハビリテーション実施計画書の内容（「リハビ

リテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」の別紙

様式２－２－１の項目である「本人・家族等の希望」「健康状態、経過」「心身機

能・構造」「活動」「リハビリテーションの短期目標」「リハビリテーションの長

期目標」「リハビリテーションの方針」「本人・家族への生活指導の内容（自主ト

レ指導含む）」「リハビリテーション実施上の留意点」「リハビリテーションの見

直し・継続理由」「リハビリテーションの終了目安」）が含まれていなければなら

ない。

ただし、当該医療機関からリハビリテーション実施計画書等が提供されない場合

においては、当該医療機関の名称及び提供を依頼した日付を記録に残すこと。

⑥ 同条第７号は、指定介護予防通所リハビリテーション事業者が、指定介護予防訪

問リハビリテーション事業者の指定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議

の開催等を通じて、指定介護予防通所リハビリテーション及び指定介護予防訪問リ

ハビリテーションの目標並びに当該目標を踏まえたリハビリテーション提供内容に

ついて整合性のとれた介護予防通所リハビリテーション計画を作成した場合につい

ては、介護予防訪問リハビリテーション計画に係る基準を満たすことによって、介

護予防通所リハビリテーション計画に係る基準を満たしているとみなすことができ

ることとしたものであること。

当該計画の作成に当たっては、各々の事業の目標を踏まえたうえで、共通目標を

設定すること。また、その達成に向けて各々の事業の役割を明確にした上で、利用

者に対して一連のサービスとして提供できるよう、個々のリハビリテーションの実

施主体、目的及び具体的な提供内容等を１つの計画として分かりやすく記載するよ

う留意すること。

⑦ 指定介護予防通所リハビリテーション及び指定介護予防訪問リハビリテーション

において整合性のとれた計画に従いリハビリテーションを実施した場合には、診療

記録を一括して管理しても差し支えないものであること。

⑧ 同条第12号は、指定介護予防通所リハビリテーションの提供に当たっては、介護

技術の進歩に対応した適切なサービスが提供できるよう、常に新しい技術を習得す

る等、研鑽を行うべきものであることとしたものである。

⑨ 同条第13号から第15号は、事業者に対して介護予防サービスの提供状況等につい

て介護予防支援事業者に対する報告及び介護予防通所リハビリテーション計画の実

施状況の把握（モニタリング）を義務づけるものである。介護予防支援事業者に対

する報告については、サービスが介護予防サービス計画に即して適切に提供されて

いるかどうか、また、当該計画策定時から利用者の状態等が大きく異なることと

なっていないか等を確認するために行うものであり、毎月行うこととしている。

また、併せて、事業者は介護予防通所リハビリテーション計画に定める計画期間

が終了するまでに１回はモニタリングを行い、利用者の介護予防通所リハビリテー

ション計画に定める目標の達成状況の把握等を行うとともに、当該モニタリングの

結果により、解決すべき課題の変化が認められる場合等については、担当する介護

予防支援事業者等とも相談の上、必要に応じて当該介護予防通所リハビリテーショ

ン計画の変更を行うこととしたものである。

⑪ 指定介護予防通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語

聴覚士が、指定介護予防支援事業者等を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定

居宅サービスに該当する事業に係る従業者に対し、リハビリテーションの観点から、

日常生活上の留意点、介護の工夫などの情報を伝達していること。

人員基準

<内容の変更を伴わない修正>

記載を平易に書き換え

令和６年度改定
「医療機関のリハビリテー
ション計画書の受け取りの
義務化」

介護予防通所リハビリテーション 居宅基準の解釈通知

<内容の変更を伴わない修正>

記載の整理
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